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第１５７回簿記検定試験 

３級 出題の意図 

 

[第１問] 

（出題の意図） 

本問は、すべて基本的な仕訳問題であり、各設問について次のことを理解してい

るか問いました。 

１．備品の取得原価と減価償却累計額にもとづいて帳簿価額を求め、帳簿価額と

売却代金の大小関係から固定資産売却損益を求められるかを問いました。 

２．固定資産の修繕取引から生じた債務の処理方法を問いました。 

３．収入印紙の購入代金の処理と郵便切手の購入代金の処理の相違を問いまし

た。 

４．手形振出による資金の借入れ、借入額から利息を差し引かれた場合の処理を

問いました。 

５．証ひょうの適切な読み取り、商品売上に伴う消費税の処理を問いました。 

 

 

[第２問] 

（出題の意図） 

商品有高帳と仕入帳、売上帳の関係を問う問題です。移動平均法による商品有

高帳の記入方法を正しく理解しているかどうかがまず問題となります。ただし、

商品有高帳だけからでは解答を導き出せません。仕入帳、売上帳の記載内容と商

品有高帳の数値との関係を適切に理解することで初めて正解することができま

す。本問では、売上帳の数値を手がかりに商品有高帳の前月繰越の数量を求めま

す。 

 

[第３問] 

（出題の意図） 

 今回は合計試算表を作成する問題です。実務上、合計試算表は洗い替え仕訳の

状況、もしくは返品やイレギュラーな仕訳の有無を見るために有用なケースが

あります。 

 解答にあたり、まず残高試算表を作成しないように気をつける必要がありま

す。そして、個々の取引についてポイントとなるのは次のとおりです。 

 

5 日 宣伝のためのチラシということと答案用紙に指定されている勘定科目か

ら、広告宣伝費で処理します。なお、本問とは直接関係ありませんが、実務上は
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営業目的でも得意先に対する贈答は交際費となるため、広告宣伝費と交際費の

区別が重要になるケースがあります。 

12 日 商品の仕入などと同様に、固定資産の購入時も備品などを計上するのは

代金支払い時ではなく引き渡しを受けた時となります。前払金や前渡金は商品

の仕入代金を前もって支払った際に使う勘定科目であるため、固定資産の代金

を一時的に前払いした時には仮払金を使います（2級の範囲ですが、取引によっ

ては建物等で建設仮勘定を用いることもあります）。なお、減価償却は引き渡し

を受けた時ではなく使用を開始した時から行います。 

26日 自治体発行の商品券は、8日と 15日の売上取引を集計することになりま

す。 

10日・20日・30日 給料の源泉所得税、従業員負担の社会保険料、会社負担の

社会保険料の 3 つと、これらの預かり・納付は厳格に区別して処理する必要が

あります。実務上はさらに雇用保険などもあり処理が複雑になるうえ、これらは

中小企業でも生じるため、3級を受験する方々でも経理に就く際には必要となる

知識です。 

 

 

[第４問] 

（出題の意図） 

１．所得税預り金、租税公課が資産、負債、純資産、収益、費用のどれに該当

するかを問う問題です。単に仕訳を覚えるだけでなく、取引の意味を適切に理解

しておく必要があります。 

２．当座預金の引出しには、一般的に何が使われているのかを問う問題です。

当座預金がどのように使われているかを理解していれば正解を導き出せます。 

３．売掛金が回収不能になった場合の処理に関する問題です。当期に発生した

売掛金が、当期中に回収不能になった場合と次の期に回収不能になる場合では

処理の仕方が異なります。それぞれの場合に適切な処理をできるかどうかがポ

イントになります。 

４．簿記一巡の最終段階に相当する決算についての問題です。決算予備手続と

本手続で何をするかを理解している必要があります。 

５．主要簿には何があるかを問う問題です。基本的な帳簿の体系に関する知識

を問いました。 
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[第５問] 

（出題の意図） 

本問は、決算整理後残高試算表の作成問題です。決算整理後残高試算表は、決算

整理前の各勘定の金額に決算整理事項等を加味して作成されます。各整理事項

はいずれも基本的なものです。 

決算整理事項の１．では、実際有高と帳簿残高の大小関係から、雑損または雑益

いずれになるのかを判断する必要があります。２．では、当座預金が貸方残高の

場合の振替処理を問いました。４．では、差額補充法の考え方を理解しているか

を問いました。５．では、売上原価を算定する際に、決算整理前残高試算表から

期首商品棚卸高の金額を読み取る必要があります。７．と８．では、経過勘定項

目の金額の算定とその振替処理を問いました。９．では、期中に法人税等の中間

納付を行った場合に、期末で行う法人税等の計上処理が導けるか問いました。 

問２では、決算整理後の収益合計と費用合計の差額から当期純損益を正しく算

定できるかを問いました。各勘定科目が、資産・負債・資本・収益・費用のいず

れになるのかを理解しておく必要があります。 

 

 


